
 

第1号様式(第6条関係) 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容 要除却認定マンションの買受計画の変更の認定 

根拠法令及び条項 マンションの建替え等の円滑化に関する法律第111条第1項 

審
査
基
準 

■有(第3条第1項に該当する場合を含む。) 

□無(根拠：第3条第2項第 号に該当) 

公表 ■する □しない(公表しない場合の根拠：第7条第2項第 号に該当) 

【内容】(※審査基準を公表する場合のみ記載すること。) 

審査基準が法令において具体的に規定されているため、審査基準の設定を要し

ない。 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律第111条第2項の規定において準用

する同法第110条（買受計画の認定基準） 

 別紙のとおり 

審査基準 

設定年月日 
平成26年12月24日 

審 査 基 準 

最終変更年月日 
年  月  日 

標準処理期間 

□有(第5条において準用する第3条第1項に該当する場合を含む。) 

  期間(                 ) 

■無(根拠：第5条において準用する第3条第2項第1号に該当) 

標準処理期間 

設定年月日  
年  月  日 

標準処理期間 

最終変更年月日 
年  月  日 

所管部署  まちなみ共創部 まちなみ整備課 

備考  

注 審査基準が法令に具体的に規定されているため審査基準を設定する必要がない

場合は、その旨及び当該法令の定めを審査基準の内容欄に記載すること。 

 



 

別紙 

 

 審査基準 

 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律第110条（買受計画の認定基準） 

  都道府県知事等は、前条第一項の認定の申請があった場合において、次の各号の

いずれにも該当すると認めるときは、その認定をするものとする。 

 

一 決議要除却認定マンションを買い受けた日から決議要除却認定マンション

が除却される日までの間に、当該決議要除却認定マンションについて新たな権利

が設定されないことが確実であること。 

 

二 決議要除却認定マンションの買受け及び除却に関する資金計画が当該買受

け及び除却を遂行するため適切なものであり、当該決議要除却認定マンションが

買い受けられ、かつ、除却されることが確実であること。 

三 代替建築物提供等計画が当該決議要除却認定マンションの区分所有者又は

借家人の要請に係る代替建築物の提供等を確実に遂行するため適切なものであ

ること。 

  


